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件　　　　　　　　　　　　名 審議結果

会　派　名

自

民

党

共

産

党

民
主
･
都

公

明

党

22　年　度
補正予算案 特別会計（国民健康保険事業、雇用対策事業） 可　　決

条例制定案 教職員に係る退職手当の支給制限等の処分の手続に関する条例 可　　決

条例改正案
職員の育児休業等に関する条例、職員退職手当支給条例、児童館及び学童保育所条例、国民健康保険条例 可 決

[付帯決議
下欄参照]市税条例、文化会館条例、横大路運動公園条例、中央保護所条例、知的障害者授産施設条例

条例廃止案 市立看護短期大学条例 可　　決

そ の 他 の
議 案

市道路線の認定、市道路線の廃止、損害賠償の額の決定、訴えの提起２件、訴えの提起（裁判上の和解を含む。） 可 決

市長専決（市税条例の一部改正） 承 認

監査委員の選任2件 同 意

人権擁護委員の推薦４件 可と認める

議 員 提 出
議 案

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス患者の救済に関する意見書、口蹄疫の感染防止に向けた対策の充実強化を求める意見書、小規模グループ
ホームの防火体制強化を求める意見書、マルチメディアデイジー版教科書の普及促進を求める意見書 可　　決

[意 見 書
2･3面参照]小沢一郎民主党幹事長の国会証人喚問を求める意見書、子どもの医療費の無料化を国の制度として実施することを求める意見書

地域主権改革一括法案に関する意見書

ばらまき政策を排し、財政の健全化を求める意見書
否 決

普天間基地の即時無条件撤去を求める意見書

（4）

５月市会定例会
　

５
月
定
例
会
が
５
月
14
日
か
ら
５
月
28
日
ま
で
の
15
日
間
開
か
れ

ま
し
た
。

　

今
回
の
定
例
会
で
は
、
繁
隆
夫
議
長
と
安
孫
子
和
子
副
議
長
の
辞

職
に
伴
い
、
正
副
議
長
の
選
挙
を
行
っ
た
結
果
、
新
議
長
に
加
藤
盛

司
議
員
、
新
副
議
長
に
柴
田
章
喜
議
員
が
そ
れ
ぞ
れ
選
ば
れ
ま
し
た
。

　

議
案
に
つ
い
て
は
、
市
長
提
出
議
案
26
件
、
議
員
提
出
議
案
９
件

を
審
議
し
ま
し
た
。

　

市
長
提
出
議
案
の
う
ち
、
平
成
22
年
度
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別

会
計
補
正
予
算
な
ど
２
件
に
つ
い
て
は
、
普
通
予
算
特
別
委
員
会
を

設
置
し
て
付
託
・
審
査
の
う
え
、
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

市
立
看
護
短
期
大
学
の
廃
止
条
例
な
ど
議
案
18
件
に
つ
い
て
は
、

そ
れ
ぞ
れ
担
当
の
常
任
委
員
会
で
審
査
の
う
え
、
す
べ
て
原
案
の
と

お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
監
査
委
員
の
選
任
な
ど
議
案
６
件
に
つ
い
て
も
、
原
案

の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

議
員
提
出
議
案
に
つ
い
て
は
、
Ｂ
型
・
Ｃ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
患
者

の
救
済
に
関
す
る
意
見
書
な
ど
７
件
の
議
案
を
原
案
の
と
お
り
可
決

し
ま
し
た
。

５
月
定
例
会
で
審
議
し
た
主
な
議
案
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。（
結
果
は
４
面
参
照
）

◆�

平
成
22
年
度
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
補
正
予

算
な
ど
２
会
計
補
正
予
算

　

依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
経
済
・
雇
用
情

勢
を
踏
ま
え
、
緊
急
雇
用
対
策
事
業
を
追
加
す
る
ほ

か
、
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
に
お
い
て
、
前

年
度
の
歳
入
不
足
を
補
う
繰
上
充
用
に
要
す
る
経
費

等
を
補
正
す
る
も
の
で
す
。
補
正
予
算
の
規
模
は
、

89
億
１
千
５
百
万
円
と
な
り
ま
す
。

◆
市
立
看
護
短
期
大
学
の
廃
止
条
例

　

学
生
の
高
学
歴
志
向
が
高
ま
っ
た
こ
と
や
、
全
国
的

に
四
年
制
の
看
護
学
科
の
設
置
が
進
ん
だ
こ
と
等
か
ら
、

こ
れ
ま
で
市
立
看
護
短
期
大
学
が
提
供
し
て
い
る
教
育

環
境
の
必
要
性
が
相
対
的
に
低
下
し
て
い
る
中
、
今
後
、

四
年
制
の
看
護
学
科
を
設
置
し
て
い
る
、
又
は
設
置
し

よ
う
と
す
る
市
内
私
立
大
学
と
協
力
し
て
、
医
療
の
高

度
化
や
専
門
化
に
対
応
で
き
る
看
護
師
の
養
成
及
び
市

立
病
院
を
は
じ
め
と
す
る
市
内
医
療
機
関
で
の
質
の
高

い
看
護
師
の
確
保
を
図
る
こ
と
か
ら
、
市
立
看
護
短
期

大
学
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

　

私
た
ち
は
、
５
月
市
会
定
例
会
に
お
い
て
、
第
76
代
市
会
議
長
並
び
に
第
85
代

市
会
副
議
長
に
選
出
さ
れ
ま
し
た
。
誠
に
光
栄
な
こ
と
と
存
じ
ま
す
と
と
も
に
、

そ
の
職
責
の
重
さ
に
身
の
引
き
締
ま
る
思
い
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

近
年
の
地
方
分
権
の
推
進
に
よ
り
、
地
方
自
治
体
の
権
限
が
拡
大
し
、
そ
の
能

力
が
問
わ
れ
る
中
、
そ
の
意
思
決
定
機
能
と
監
視
機
能
を
有
す
る
議
会
の
果
た
す

役
割
と
責
任
は
、
ま
す
ま
す
重
大
に
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

京
都
市
に
お
き
ま
し
て
も
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
環
境
と
の
共
生
、
少
子

長
寿
対
策
、
歴
史
・
文
化
・
景
観
の
継
承
、
産
業
の
活
性
化
な
ど
に
適
切
に
取
り

組
み
、
「
魅
力
あ
る
京
都
」
を
持
続
さ
せ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
京
都
市
会
で
は
、
「
地
域
主
権
」
型
社
会
に
対
応
し
た
、
市
民

意
見
を
的
確
に
反
映
す
る
開
か
れ
た
市
会
づ
く
り
を
進
め
、
市
民
の
皆
様
の
期
待

と
信
頼
に
こ
た
え
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
、
私
た
ち
議
員
は
、
自
ら
の
見
識
・
能
力
を
高
め
る
努
力
を
一
層

重
ね
る
と
と
も
に
、
不
断
の
議
会
改
革
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
の
で
、
今
後

と
も
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

京
都
市
会
議
長

加
藤
　
盛
司

（
中
京
区
選
出
　
自
民
党
市
議
団
）

京
都
市
会
副
議
長

柴
田
　
章
喜

（
左
京
区
選
出
　
公
明
党
市
議
団
）

■定例会の経過
5月14日 本 会 議 会期の決定、議案の提案説

明など

5月18日
19日 本 会 議

正副議長の選挙、普通予算
特別委員会の設置、議案の
委員会付託、代表質問など

5月18日
20・27日

普 通 予 算
特別委員会

正副委員長の互選、国民健
康保険事業特別会計補正予
算の審査など

5月21日
24・27日 常任委員会 付託議案や請願の審査など

5月28日 本 会 議 議案や意見書の議決など

桂 川 左 岸 か ら の 西 山

５月定例会で審議した市長提出議案26件、議員提出議案９件の審議結果は、次のとおりです。
（○＝賛成、×＝反対、△＝賛否双方あり）

自民党＝自由民主党京都市会議員団（22人）	 共産党＝日本共産党京都市会議員団（19人）
民主･都＝民主・都みらい京都市会議員団（14人）	 公明党＝公明党京都市会議員団（12人）

（平成22年５月28日現在）
会　派　名 議員数 電話番号

自 由 民 主 党
京 都 市 会 議 員 団 22人 222－3718

日 本 共 産 党
京 都 市 会 議 員 団 19人 222－3728

民 主 ・ 都 み ら い
京 都 市 会 議 員 団 14人 222－3724

公 明 党
京 都 市 会 議 員 団 12人 222－3732

紙面に関するご連絡・お問い合わせは
市会事務局政務調査課

 ☎222―3697

９月定例会の会議日程（予定）

　９月定例会は９月15日（水）から10月28日（木）
までの予定です。
　また、各会派の代表質問は９月30日（木）と10月
１日（金）の両日、本会議場で行われる予定です。

○市会ホームページでも、会議日程を確認できます。

付帯決議（全文）

〔職員の育児休業等に関する条例の一部改正〕
　京都市職員の育児休業等に関する条例が改
正され、これまでより育児休業が取りやすい
条件が整備されることになる。
　京都市職員の育児休業取得率の現状は、女
性職員については対象者の 98 パーセントであ
るが、男性職員については 0.5 パーセント～ 2.0
パーセントで推移している。男性職員の取得
率が低い理由としては、取得中の収入減、キャ
リアへの影響の不安等があると分析されてお
り、今後の取組として職員の意識改革を進め、
仕事と育児の両立支援を行える職場風土を醸
成していく方針が必要である。
　今回の改正を機に超勤の縮減など特に男性
職員の取得率向上に向けた具体策を推進する
ことにより、子育て支援先進都市を標ぼうす
る京都市が率先して男性職員の育児参加を進
め、民間企業における取得率向上にも範を示
すべきである。

（全会一致）

再生紙・大豆油インクを使用しています。

9 月 15 日 10：00 本会議 議案の提案説明
9 月 29 日 10：00 本会議 議案の処理
9 月 30 日 10：00 本会議 代表質問

10 月  1 日 10：00 本会議 代表質問
10 月 28 日 10：00 本会議 議案の議決

市
立
看
護
短
期
大
学
の

廃
止
条
例
を
可
決

就任あいさつ

市会の取組

　ここでは、市民の皆様に、市会について
知っていただくとともに、身近なものとし
て感じていただくため、市会の諸活動を知
るための各種手段をご紹介します。

Ｑ�．本会議や委員会は傍聴（視聴）す
ることができるの？

Ａ�．本会議や委員会は公開されていて、ど
なたでも傍聴・視聴することができます。

　�　本会議の傍聴を希望される場合は、本
会議開会の 1時間前から、市役所北庁舎
1 階の庁舎案内所で、先着順に傍聴券を
お渡ししていますので、傍聴券（１人１枚）
をお受け取りのうえ、本会議場で傍聴し
てください。（定員 105 名）

　�　また、常任委員会及び予算・決算特別
委員会の視聴を希望される場合は、委員
会開会の 1 時間前から、市役所本庁舎 2
階の市会受付で先着順に視聴券をお渡し
していますので、視聴券（１人 1枚）を
お受け取りのうえ、市会モニター視聴室
でご覧ください。（定員 60 名）

Ｑ�．市会のホームページでは、どんな
ことを知ることができるの？

Ａ�．市会の仕組みを分かりやすく紹介した
DVDや定例会・臨時会の審議結果、会議
録検索システムなどを掲載しています。

　�　また、本会議（全日程）及び予算・決
算特別委員会（市長総括質疑）の模様を
ご覧いただける議会中継も行っています。
どちらも生中継と録画放映をご覧いただ
けます。

　　（�市会ホームページのアドレスは 1面を
ご参照ください。）

Ｑ�．本会議や委員会の内容はどのよう
な形で記録されているの？

Ａ�．京都市会では、「京都市会会議録」と「京
都市会時報」を発行しています。

　�　京都市会会議録は、定例会・臨時会に
おける本会議の記録をまとめたもので、
議員の質疑やそれに対する市長等の答弁、
審議した議案等を収録しています。発行
は各会期終了の 3箇月後となります。

　�　京都市会時報は、本会議・委員会の内容、
議案等の審議結果をはじめ、市会閉会中
も含めた市会の活動状況の概要を収録し
ています。

　　これらの資料は市会図書室
　（市役所本庁舎 2階）や
　市会ホームページで
　ご覧いただけます。

これであなたも
今日から市会博
士だにゃ～！

またきち
市会紹介ＤＶＤより


